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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチインプット及びマルチアウトプット（ＭＩＭＯ）アンテナであって、
　前記ＭＩＭＯアンテナは、プリント回路ボード（ＰＣＢ）に設けられた少なくとも二つ
の単一アンテナを備え、前記単一アンテナは、アンテナスタンド、単一アンテナの相互間
に低周波結合を遮断するための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を備
え、そのうち、前記アンテナスタンドはＰＣＢ上に設けられ、前記アンテナ放射部は前記
アンテナスタンドに設けられ、前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によって
前記アンテナ放射部に接続され、
　前記アンテナ放射部は、モノポール部、結合スリット、結合ノード、オープン回路ノー
ド及び接地ノードを備え、そのうち、
　前記モノポール部は、前記給電点と接続し、前記給電点から前記アンテナスタンドの第
一側面に沿って前記アンテナスタンドの上表面まで折り曲げられて、前記アンテナスタン
ドの上表面に沿って横放射パッチを形成するように延び、
　前記結合ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテナスタン
ドの上表面に沿って延び、前記結合スリットによって前記結合ノードと前記モノポール部
の横放射パッチが仕切られ、
　前記オープン回路ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテ
ナスタンドの上表面に沿って前記アンテナスタンドの第二側面まで折り曲げられ、
　前記接地ノードは、前記結合ノード及び前記オープン回路ノードと接続し、前記アンテ
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ナスタンドの上表面から前記アンテナスタンドの前記第一側面まで折り曲げられて、前記
給電接地ノードと接続する、前記ＭＩＭＯアンテナ。
【請求項２】
　単一アンテナの相互間に２つの逆Ｌ型プリントノードをさらに備え、前記２つの逆Ｌ型
プリントノードは単一アンテナの相互間に高周波結合を遮断するように設けられることを
特徴とする
　請求項１に記載のＭＩＭＯアンテナ。
【請求項３】
　前記給電接地ノードは前記給電点によって前記アンテナ放射部と接続される時、前記Ｐ
ＣＢのエネルギーフィードを前記アンテナ放射部に供給し、及び前記ＰＣＢの対地電圧を
前記アンテナ放射部に供給することを特徴とする
　請求項１に記載のＭＩＭＯアンテナ。
【請求項４】
　前記ＭＩＭＯアンテナの少なくとも前記二つの単一アンテナは前記ＰＣＢの先端に対称
に設けられることを特徴とする
　請求項１～３のいずれか１項に記載のＭＩＭＯアンテナ。
【請求項５】
　端末であって、
　請求項１～４のいずれか１項に記載のＭＩＭＯアンテナを備える、前記端末。
【請求項６】
　ＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させる方法であって、
　ＰＣＢに少なくとも二つの単一アンテナを有するＭＩＭＯアンテナを設け、
　前記単一アンテナにアンテナスタンド、単一アンテナの相互間に低周波数結合を遮断す
るための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を設け、そのうち、前記ア
ンテナスタンドは前記ＰＣＢに設けられ、前記アンテナ放射部は前記アンテナスタンドに
設けられ、前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によって前記アンテナ放射部
と接続することを含み、
　前記アンテナ放射部は、モノポール部、結合スリット、結合ノード、オープン回路ノー
ド及び接地ノードを備え、そのうち、
　前記モノポール部は、前記給電点と接続し、前記給電点から前記アンテナスタンドの第
一側面に沿って前記アンテナスタンドの上表面まで折り曲げられて、前記アンテナスタン
ドの上表面に沿って横放射パッチを形成するように延び、
　前記結合ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテナスタン
ドの上表面に沿って延び、前記結合スリットによって前記結合ノードと前記モノポール部
の横放射パッチが仕切られ、
　前記オープン回路ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテ
ナスタンドの上表面に沿って前記アンテナスタンドの第二側面まで折り曲げられ、
　前記接地ノードは、前記結合ノード及び前記オープン回路ノードと接続し、前記アンテ
ナスタンドの上表面から前記アンテナスタンドの前記第一側面まで折り曲げられて、前記
給電接地ノードと接続する、前記方法。
【請求項７】
　単一アンテナの相互間に２つの逆Ｌ型プリントノードが設けられ、
　前記２つの逆Ｌ型プリントノードによって単一アンテナの相互間に高周波結合を遮断す
ることをさらに含むことを特徴とする
　請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記給電接地ノードは前記給電点によって前記アンテナ放射部と接続される時、前記Ｐ
ＣＢのエネルギーフィードを前記アンテナ放射部に供給し、及び前記ＰＣＢの対地電圧を
前記アンテナ放射部に供給することをさらに含むことを特徴とする
　請求項６に記載の方法。
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【請求項９】
　前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、結合ノードにより低帯域幅の周波
数帯域を放射し、
　前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、オープン回路ノード及び接地ノー
ドにより高帯域幅の周波数帯域を放射することをさらに含むことを特徴とする
　請求項６～８のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はアンテナの分野でマルチインプット及びマルチアウトプット（ＭＩＭＯ：Ｍｕ
ｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ－Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）技術に関し、特にＭＩＭ
Ｏアンテナ、端末及びそのアイソレーションを向上させる方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現代通信技術の継続的な進歩に伴って、携帯端末種別の製品（例えば携帯電話、データ
カード等）の適用が広がって、移動端末の機能をサポートしている基礎と移動端末の主要
な構成要素として、アンテナの役割も重要となってくる。
【０００３】
　第３世代移動通信技術（３Ｇ：３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ）の急速な発展に伴い、
３Ｇエボリューションとしてロング・ターム・エボリューション（ＬＴＥ：Ｌｏｎｇ　Ｔ
ｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）バンドが徐々に実用化されている。これと同時に、第２世
代移動通信技術（２Ｇ：２ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ）が実用化されているが、このよ
うに、複数の通信システム、マルチバンドが共存する局面になった。
【０００４】
　ＭＩＭＯは、無線通信分野のスマートアンテナ技術の大きな突破であり、一次元スマー
トアンテナ技術を拡張し、極めて高いスペクトル利用効率を持ち、帯域幅を増加させない
前提で通信システムの容量を倍に向上させ、チャネル信頼性を大幅に向上させ、新世代の
無線通信システムであるＬＴＥ項目で使用されているコア技術の一つである。
【０００５】
　ＭＩＭＯとは、信号システムの送信側と受信側がそれぞれ複数の送信アンテナと受信ア
ンテナを使用することを意味している。したがって、このような技術は、複数の送信アン
テナ及び複数の受信アンテナ技術と呼ばれている。
【０００６】
　従来、携帯端末種別の製品に適用されたアンテナ種は、主に、モノポールアンテナ、板
状逆Ｆアンテナ（ＰＩＦＡ：Ｐｌａｎａｒ　Ｉｎｖｅｒｔｅｄ－Ｆ　Ａｎｔｅｎｎａ）及
びループアンテナ等を含み、これらのアンテナや結合給電、付加ノード、スリット及び調
節マッチング等の技術を用いてマルチバンドの動作を実現することができる。しかしなが
ら、低周波数帯で動作する際にアンテナのサイズが大きくなり過ぎて、アンテナの設置に
必要な物理的空間が大きくなる。共振回路の動作に基づくアンテナは相対的に小さいサイ
ズで同じバンドに動作することを実現することができ、且つ高い動作の効率を得ることが
できる。ＬＴＥの動作バンドはＧＳＭ８５０（８２４～８９４ＭＨｚ）よりも低いＬＴＥ
　Ｂａｎｄ　１２（６９８～７４６ＭＨｚ）、Ｂａｎｄ　１３（７４６～７８７ＭＨｚ）
及びＢａｎｄ　１４（７５８～７９８ＭＨｚ）を含む。このように低い周波数帯域で小さ
いサイズで良好に動作しようとすると、共振回路に基づいて動作するアンテナは良い選択
である。高周波帯で共振回路を用いて動作するアンテナ（複並列回路の共振動作）であれ
ば、アンテナの占有スペースをより縮小させることができる。しかし、小さいサイズのＭ
ＩＭＯアンテナは、マルチアンテナの間の相互影響と結合によって、大きいチャレンジに
直面し、現在はまだＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させることができる効果
的な方法がない。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　これを鑑みて、本発明の実施形態は、ＭＩＭＯアンテナ、端末及びアイソレーションを
向上させる方法を提供して、小型ＭＩＭＯアンテナを利用しつつ、ＭＩＭＯアンテナのア
イソレーションを向上させることができる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を実現するために、本発明の実施形態の手段は以下のように実現される。
【０００９】
　マルチインプット及びマルチアウトプット（ＭＩＭＯ）アンテナであって、前記ＭＩＭ
Ｏアンテナは、プリント回路ボード（ＰＣＢ）に設けられた少なくとも二つの単一アンテ
ナを備え、前記単一アンテナは、アンテナスタンド、単一アンテナの相互間に低周波結合
を遮断するための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を備え、そのうち
、前記アンテナスタンドはＰＣＢ上に設けられ、前記アンテナ放射部は前記アンテナスタ
ンドに設けられ、前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によって前記アンテナ
放射部に接続される。
【００１０】
　そのうち、前記ＭＩＭＯアンテナはさらに単一アンテナの相互間にダブル逆Ｌ型プリン
トノードを備え、前記ダブル逆Ｌ型プリントノードは単一アンテナの相互間に高周波結合
を遮断するように設けられる。
【００１１】
　前記給電接地ノードは前記給電点によって前記アンテナ放射部と接続される時、前記Ｐ
ＣＢのエネルギーフィードを前記アンテナ放射部に供給し、及び前記ＰＣＢの対地電圧を
前記アンテナ放射部に供給する。
【００１２】
　そのうち、前記アンテナ放射部は、モノポール部、結合スリット、結合ノード、オープ
ン回路ノード及び接地ノードを備え、
　前記モノポール部は、前記給電点と接続し、前記給電点から前記アンテナスタンドの前
表面に沿って前記アンテナスタンドの上表面まで折り曲げられて、前記アンテナスタンド
の上表面に沿って横放射パッチを形成するように延び、
　前記結合ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテナスタン
ドの上表面に沿って延びて横ノードを形成し、前記結合スリットによって前記横ノードと
前記モノポール部の横放射パッチが仕切られ、
　前記オープン回路ノードは、前記接地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテ
ナスタンドの上表面に沿って前記アンテナスタンドの右表面まで折り曲げられ、
　前記接地ノードは、前記結合ノード及び前記オープン回路ノードと接続し、前記アンテ
ナスタンドの上表面から前記アンテナスタンドの前表面まで折り曲げられて、前記給電接
地ノードと接続する。
【００１３】
　そのうち、前記ＭＩＭＯアンテナの少なくとも前記二つの単一アンテナは前記ＰＣＢの
先端に対称に設けられる。
【００１４】
　端末であって、前記端末は上記ＭＩＭＯアンテナを備える。
【００１５】
　ＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させる方法であって、ＰＣＢに少なくとも
二つの単一アンテナを有するＭＩＭＯアンテナを設け、
　前記単一アンテナにアンテナスタンド、単一アンテナの相互間に低周波数結合を遮断す
るための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を設け、そのうち、前記ア
ンテナスタンドは前記ＰＣＢに設けられ、前記アンテナ放射部は前記アンテナスタンドに
設けられ、前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によって前記アンテナ放射部
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と接続されることを含む。
【００１６】
　前記方法は、単一アンテナの相互間にダブル逆Ｌ型プリントノードが設けられ、
　前記ダブル逆Ｌ型プリントノードによって単一アンテナの相互間に高周波結合を遮断す
ることをさらに含む。
【００１７】
　前記方法は、前記給電接地ノードは前記給電点によって前記アンテナ放射部と接続され
る時、前記ＰＣＢのエネルギーフィードを前記アンテナ放射部に供給し、及び前記ＰＣＢ
の対地電圧を前記アンテナ放射部に供給することをさらに含む。
【００１８】
　前記方法は、前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、結合ノードにより低
帯域幅の周波数帯域（ｌｏｗ－ｂａｎｄｗｉｄｔｈ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｂａｎｄ）を
放射し、
　前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、オープン回路ノード及び接地ノー
ドにより高帯域幅の周波数帯域（ｈｉｇｈ－ｂａｎｄｗｉｄｔｈ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　
ｂａｎｄ）を放射することをさらに含む。
【００１９】
　本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナ、端末及びそのアイソレーションを向上させ
る方法において、前記ＭＩＭＯアンテナはプリント回路ボードＰＣＢに設けられた少なく
とも二つの単一アンテナを備え、前記単一アンテナは、アンテナスタンド、単一アンテナ
の相互間に低周波結合を遮断するための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放
射部を備え、そのうち、前記アンテナスタンドはＰＣＢ上に設けられ、前記アンテナ放射
部は前記アンテナスタンドに設けられ、前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点
によって前記アンテナ放射部と接続される。そのように、前記給電接地ノードによって単
一アンテナの相互間に低周波結合を遮断し、前記ダブル逆Ｌ型プリントノードによって単
一アンテナの相互間に高周波結合を遮断することによって、ＭＩＭＯアンテナのアイソレ
ーションを向上させることができる。
【００２０】
　好ましくは、前記アンテナの放射部は、モノポール部、結合スリット、結合ノード、接
地ノード及びオープン回路ノードを備え、前記モノポール部は、前記給電点と接続し、前
記給電点から前記アンテナスタンドの前表面に沿って前記アンテナスタンドの上表面まで
折り曲げられて、前記アンテナスタンドの上表面に沿って横放射パッチを形成するように
延び、前記結合ノードは、前記接地ノードと接続され、前記接地ノードから前記アンテナ
スタンドの上表面に沿って延びて横ノードを形成し、前記結合スリットによって前記横ノ
ードと前記モノポール部の横放射パッチが仕切られ、前記オープン回路ノードは、前記接
地ノードと接続し、前記接地ノードから前記アンテナスタンドの上表面に沿って前記アン
テナスタンドの右表面まで折り曲げられ、前記接地ノードは、前記結合ノード及び前記オ
ープン回路ノードと接続され、前記アンテナスタンドの上表面から前記アンテナスタンド
の前表面まで折り曲げられて、前記給電接地ノードと接続する。そのように、前記横放射
パッチに対応する複並列回路の共振動作によって小型のＭＩＭＯアンテナを実現すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す平面図である。
【図２】本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す左側面図である。
【図３】本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナにおける単一アンテナの等価回路の原
理図である。
【図４】本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナにおける単一アンテナのインピーダン
スのグラフである。
【図５】本発明の第１の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す斜視図である
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。
【図６】本発明の第１の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナのＳパラメータのグラフである
。
【図７】本発明の第１の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの全効率のグラフである。
【図８】本発明の第２の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す平面図である
。
【図９】本発明の第２の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す斜視図である
。
【図１０】本発明の第２の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナのＳパラメータのグラフであ
る。
【図１１】本発明の第２の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの全効率のグラフである。
【図１２】本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させる方
法の流れを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の実施形態に係る特徴と技術内容をより詳しく理解するために、以下、図面を参
照して本発明の実施形態を詳細に説明する。添付図面は、参照説明のために提供されるも
のだけであり、本発明を限定することに用いられるものではない。
【００２３】
　本発明の実施形態は複並列回路の共振動作による広帯域ＭＩＭＯアンテナを提供する。
前記ＭＩＭＯアンテナはプリント回路ボードＰＣＢに設けられた少なくとも二つの単一ア
ンテナを備える。前記単一アンテナは、アンテナスタンド、単一アンテナの相互間に低周
波結合を遮断するための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を備える。
そのうち、前記アンテナスタンドはＰＣＢ上に設けられ、前記アンテナ放射部は前記アン
テナスタンドに設けられる。前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によって前
記アンテナ放射部に接続される。
【００２４】
　図１は本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す平面図である。図２
は本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナの構造構成を示す左側面図である。図１、図
２に示すように、前記ＭＩＭＯアンテナはＰＣＢ１に設けられた２つの単一アンテナから
なる。二つの単一アンテナの構成素子を区別するために、一つの単一アンテナのすべての
構成素子をラベルａで表し、別の単一アンテナのすべての構成素子をラベルｂで表す。二
つの単一アンテナの構成素子は全く同様であるので、本発明の実施形態ではラベルｂに対
応するアンテナのみについて説明する。ラベルｂに対応する単一アンテナについて、前記
単一アンテナは、アンテナスタンド２ｂ、単一アンテナの相互間に低周波数結合を遮断す
るための給電接地ノード３ｂ、給電点４ｂ、接地点及びアンテナ放射部５ｂを備える。
【００２５】
　前記アンテナスタンド２ｂは前記ＰＣＢ１に設けられ、前記アンテナ放射部５ｂは前記
アンテナスタンド２ｂに設けられる。
【００２６】
　前記給電接地ノード３ｂは、前記給電点４ｂ及び前記接地点によって前記アンテナ放射
部５ｂと接続される。
【００２７】
　好ましくは、前記ＭＩＭＯアンテナは、さらに単一アンテナの相互間に設けられたダブ
ル逆Ｌ型プリントノード６ｂを備える。前記ダブル逆Ｌ型プリントノード６ｂは単一アン
テナの相互間に高周波結合を遮断するように構成される。
【００２８】
　好ましくは、前記給電接地ノード３ｂは、前記給電点４ｂによって前記アンテナ放射部
５ｂと接続される時、前記ＰＣＢ１のエネルギーフィードを前記アンテナ放射部５ｂに供
給し、及び前記ＰＣＢ１の対地電圧を前記アンテナ放射部５ｂに供給するように構成され
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る。
【００２９】
　好ましくは、前記アンテナ放射部５ｂは、モノポール部５１ｂ、結合スリット５２ｂ、
結合ノード５３ｂ、接地ノード５４ｂ及びオープン回路ノード５５ｂを備える。
【００３０】
　前記モノポール部５１ｂは、前記給電点４ｂと接続し、前記給電点４ｂから前記アンテ
ナスタンドの前表面に沿って前記アンテナスタンドの上表面まで折り曲げられ、前記アン
テナスタンドの上表面に沿って横放射パッチを形成するように延びる。
【００３１】
　前記結合ノード５３ｂは、前記接地ノード５４ｂと接続し、前記接地ノード５４ｂから
前記アンテナスタンドの上表面に沿って延びて横ノードを形成する。前記横ノードと前記
モノポール部の横放射パッチは前記結合スリット５２ｂによって仕切られる。
【００３２】
　前記オープン回路ノード５５ｂは、前記接地ノード５４ｂと接続し、前記接地ノード５
４ｂから前記アンテナスタンドの上表面に沿って前記アンテナスタンドの右表面まで折り
曲げられる。
【００３３】
　前記接地ノード５４ｂは、前記結合ノード５３ｂ及び前記オープン回路ノード５５ｂと
接続され、前記アンテナスタンドの上表面から前記アンテナスタンドの前表面まで折り曲
げられ、前記給電接地ノード３ｂと接続される。
【００３４】
　好ましくは、前記オープン回路ノード５５ｂは前記アンテナスタンドの上表面から前記
アンテナスタンドの裏表面まで折り曲げられる。そのように、低周波で動作する周波数を
減らすことができる。
【００３５】
　好ましくは、前記二つの単一アンテナは前記ＰＣＢの先端に対称に設けられる。
【００３６】
　本実施形態では、ＭＩＭＯアンテナは二つの単一アンテナからなる。実際の適用の際に
、前記ＭＩＭＯアンテナは他の個数の単一アンテナからなることができる。好ましくは、
前記ＭＩＭＯアンテナの少なくとも二つの単一アンテナは前記ＰＣＢの先端に対称に設け
られる。
【００３７】
　図３は本発明の実施形態に係るＭＩＭＯアンテナにおける単一アンテナの等価回路の原
理図である。図３に示すように、単一アンテナの等価回路は二つの並列共振回路を備える
。第一共振回路は、インダクタＬ、スリットコンデンサＣ、直列に接続されたインダクタ
Ｌ１とコンデンサＣ１、及び放射抵抗Ｒ１を備え、第二共振回路は、インダクタＬ、スリ
ットコンデンサＣ、直列なインダクタＬ２、結合コンデンサＣ２及び放射抵抗Ｒ２を備え
、Ｐは信号源である。
【００３８】
　前記単一アンテナのモノポール部５１ａ、５２ｂはインダクタＬと等価であり、結合ス
リット５２ａ、５２ｂはスリットコンデンサＣと等価であり、オープン回路ノード５５ａ
、５５ｂは直列に接続されたインダクタＬ１とコンデンサＣ１と等価であり、これにより
第一共振回路を構成する。第一共振回路はオープン回路ノード５５ａ、５５ｂと等価であ
る放射抵抗Ｒ１によって低周波で広帯域を生成し、図４に示したアンテナのインピーダン
ス図の低周波帯域に対応する。
【００３９】
　第二共振回路は第一共振回路と並列に接続され、接地ノード５４ａ、５４ｂは直列に接
続されたインダクタＬ２と結合コンデンサＣ２と等価であり、インダクタＬ２やコンデン
サＣ２はスリットコンデンサＣと並列に接続される、第二共振回路は接地ノード５４ａ、
５４ｂと等価である放射抵抗Ｒ２によって高周波で広帯域を生成し、図４に示したアンテ
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ナのインピーダンス図の高周波帯域に対応する。ここで、Ｌｇは接地ノード５４ａ、５４
ｂとモノポール部を結合したコンデンサＣ２の後の部分インダクタである。
【００４０】
　二つの共振回路の互いの影響で、単一アンテナの総動作周波数帯域がより広くなる。単
一アンテナは二つの共振回路を用いて高周波帯域と低周波帯域で同時に動作することを実
現し、パラメータを変えることによって高周波動作と低周波動作を別々に調整可能である
ことを実現する。
【００４１】
　ＭＩＭＯアンテナのワーキングプラットフォームが無線データカードである場合、本発
明の実施形態には無線データカードに適用するＭＩＭＯアンテナが記載され、図５に示す
ように、本実施形態のＭＩＭＯアンテナが使用した幾何の寸法は以下の通りである：使用
したＰＣＢ１の誘電率が４．５であり、厚さが０．８ｍｍであり、幅と長さが各々３０ｍ
ｍ、８０ｍｍである。アンテナスタンド２ａ、２ｂの長さ、幅及び高さが各々２５ｍｍ、
１２ｍｍ、３．５ｍｍであり、且つアンテナスタンド２ａ、２ｂが中空であり、アンテナ
スタンド２ａ、２ｂの壁の厚さが１．４ｍｍであり、アンテナスタンド２ａ、２ｂの誘電
率が３．５である。モノポール部５１ａ、５２ｂの給電部の直径が０．５ｍｍであり、放
射パッチ部は３．７ｍｍ幅、１３ｍｍ長さの長方形パッチと６．７ｍｍの長さに折り曲げ
られたパッチの二つの部分から構成される。モノポール部５１ａ、５２ｂと結合ノード５
３ａ、５３ｂとの間に結合スリット５２ａ、５２ｂが０．１ｍｍである。結合ノード５３
ａ、５３ｂの幅が３ｍｍであり、全長が２７．６ｍｍである。オープン回路ノード５５ａ
、５５ｂは、アンテナスタンド２ａ、２ｂの裏表面に伸びた２．２ｍｍ長さ、１ｍｍ幅の
ノード及びアンテナスタンド２ａ、２ｂの側面に伸びた横向に２３ｍｍ長さのノードを備
え、アンテナスタンド２ａ、２ｂの裏表面部の幅が２．５ｍｍであり、上表面部と側面部
の幅が１ｍｍである。接地ノード５４ａ、５４ｂは、アンテナスタンド２ａ、２ｂの上表
面から前表面まで折り曲げられて直接に給電接地ノード３ａ、３ｂと接続し、中間の一部
の前表面に折り曲げられた幅を１．５ｍｍとしたこと以外は、全体の接地ノード５４ａ、
５４ｂの幅がいずれも１ｍｍである。
【００４２】
　給電接地ノード３ａ、３ｂの長さと幅が各々１７ｍｍ、０．３ｍｍであり、ダブル逆Ｌ
型プリントノード６ａ、６ｂの幅が０．５ｍｍである。
【００４３】
　本実施形態の上記パラメータを用いて、ＭＩＭＯアンテナの動作のときのＳパラメータ
は図６に示されたとおりである。ＭＩＭＯアンテナは二つの単一アンテナがあるので、二
つの入口・出口があり、各々１と２で示す。Ｓ１１は信号が１口で入ってきて、且つ信号
が１口で出ていくことを意味する。Ｓ２２は信号が２口で入ってきて、且つ信号が２口で
出ていくことを意味する。Ｓ１２は信号が１口で入ってきて、且つ信号が２口で出ていく
ことを意味する。ここからわかるように、Ｓ１２はアイソレーション値である。且つ、Ｓ
１２のアイソレーション値は周波数の変化に伴って図６により得ることができ、低周波が
７４６～９６０ＭＨｚをカバーし、アイソレーションが－８ｄＢとなり、高周波が２５０
０～２７５０ＭＨｚをカバーし、アイソレーションが－１５ｄＢ未満となる。ＭＩＭＯア
ンテナは高周波動作と低周波動作の時にいずれも高いアイソレーションを満たす。且つ、
図７からわかるように、低周波が７４６～９６０ＭＨｚをカバーし、高周波が２５００～
２７５０ＭＨｚをカバーする時、二つの単一アンテナの動作効率がいずれも高効率である
。
【００４４】
　ＭＩＭＯアンテナのワーキングプラットフォームが携帯電話である場合、本発明の実施
形態は携帯電話に適用したＭＩＭＯアンテナが記載されている。図８、図９に示すように
、本実施形態のＭＩＭＯアンテナを適用した幾何の寸法は以下の通りである。採用したＰ
ＣＢ１の誘電率が４．５であり、厚さが０．８ｍｍであり、幅と長さが各々６０ｍｍ、１
４０ｍｍである。アンテナスタンド２ａ、２ｂの長さ、幅及び高さが各々２５ｍｍ、１２
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ｍｍ、３．５ｍｍであり、且つアンテナスタンド２ａ、２ｂが中空であり、アンテナスタ
ンド２ａ、２ｂの壁の厚さが１．４ｍｍであり、アンテナスタンド２ａ、２ｂの誘電率が
３．５である。モノポール部５１ａ、５２ｂの給電部の直径が０．５ｍｍであり、放射パ
ッチ部は３．７ｍｍ幅、１３ｍｍ長さの長方形パッチと６．７ｍｍの長さに折り曲げられ
たパッチの二つの部分から構成される。モノポール部５１ａ、５２ｂと結合ノード５３ａ
、５３ｂとの間に結合スリット５２ａ、５２ｂが０．１ｍｍである。結合ノード５３ａ、
５３ｂの幅が０．５ｍｍであり、全長が２５．１ｍｍである。オープン回路ノード５５ａ
、５５ｂは、アンテナスタンド２ａ、２ｂの裏表面に伸びた４．７ｍｍ長さ、１ｍｍ幅の
ノード及びアンテナスタンド２ａ、２ｂの側面に伸びた横向に２３ｍｍ長さのノードを備
え、アンテナスタンド２ａ、２ｂの裏表面部の幅が２．５ｍｍであり、上表面部と側面部
の幅が１ｍｍである。接地ノード５４ａ、５４ｂはアンテナスタンド２ａ、２ｂの上表面
から前表面まで折り曲げられて直接に給電接地ノード３ａ、３ｂと接続し、中間の一部の
前表面に折り曲げられた幅を１．５ｍｍとしたこと以外は、全体の接地ノード５４ａ、５
４ｂの幅がいずれも１ｍｍである。
【００４５】
　給電接地ノード３ａ、３ｂの長さと幅が各々１７ｍｍ、０．３ｍｍであり、ダブル逆Ｌ
型プリントノード６ａ、６ｂの幅が０．５ｍｍである。
【００４６】
　本実施形態の上記パラメータを用いて、ＭＩＭＯアンテナの動作のときのＳパラメータ
は図１０に示されたとおりである。Ｓ１２のアイソレーション値は周波数の変化に伴って
図１０により得ることができ、低周波が７４６～９６０ＭＨｚをカバーし、アイソレーシ
ョンが－１０ｄＢとなり、高周波が２５００～２７５０ＭＨｚをカバーし、アイソレーシ
ョンが－１８ｄＢ未満となる。ＭＩＭＯアンテナは高周波動作と低周波動作の時に高いア
イソレーションを満たす。且つ、図１１からわかるように、低周波が７４６～９６０ＭＨ
ｚをカバーし、高周波が２５００～２７５０ＭＨｚをカバーする時、二つの単一アンテナ
の動作効率がいずれも高効率である。
【００４７】
　本発明の実施形態は端末も記載され、前記端末は上記ＭＩＭＯアンテナを備える。
【００４８】
　本発明の実施形態はＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させる方法も記載され
、図１２に示すように、前記方法は以下のステップを含む。
【００４９】
　ステップ１２０１：ＰＣＢに少なくとも二つの単一アンテナを有するＭＩＭＯアンテナ
を設ける。
【００５０】
　ステップ１２０２：前記単一アンテナにアンテナスタンド、単一アンテナの相互間に低
周波数結合を遮断するための給電接地ノード、給電点、接地点及びアンテナ放射部を設け
る。
【００５１】
　そのうち、前記アンテナスタンドは前記ＰＣＢに設けられ、前記アンテナ放射部は前記
アンテナスタンドに設けられる。前記給電接地ノードは前記給電点及び前記接地点によっ
て前記アンテナ放射部と接続する。
【００５２】
　好ましくは、更に前記方法は、単一アンテナの相互間にダブル逆Ｌ型プリントノードを
設けられる。
【００５３】
　前記ダブル逆Ｌ型プリントノードによって単一アンテナの相互間に高周波結合を遮断す
る。
【００５４】
　好ましくは、更に前記方法は、前記給電接地ノードは前記給電点によって前記アンテナ
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、及び前記ＰＣＢの対地電圧を前記アンテナ放射部に供給する。
【００５５】
　好ましくは、更に前記方法は、前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、結
合ノードにより低帯域幅の周波数帯域を放射し、
　前記アンテナ放射部のモノポール部、結合スリット、オープン回路ノード及び接地ノー
ドにより高帯域幅の周波数帯域を放射する。
【００５６】
　当業者にとって、図１２に示すようにＭＩＭＯアンテナのアイソレーションを向上させ
る方法は、前記ＭＩＭＯアンテナの構造構成の説明を参照して理解するだろう。
【００５７】
　以上は、本発明の最適的な実施形態に過ぎなく、本発明の保護範囲を制限するためのも
のではない。
【符号の説明】
【００５８】
１：ＰＣＢ
２ａ、２ｂ：アンテナスタンド
３ａ、３ｂ：給電接地ノード
４ａ、４ｂ：給電点
５ａ、５ｂ：アンテナ放射部
６ａ、６ｂ：ダブル逆Ｌ型プリントノード
５１ａ、５２ｂ：モノポール部
５２ａ、５２ｂ：結合スリット
５３ａ、５３ｂ：結合ノード
５４ａ、５４ｂ：接地ノード
５５ａ、５５ｂ：オープン回路ノード
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